






















































































































































































































































































































































































































































































































京　浜 阪　神 関　門 その他 合　計
京　浜 4 一 一 一 4
阪　神 一 46 1 4 51
関　門 一 13 52 2 67
その他 一 一 2 70 72













































































































































東　北 白 社　　　　選 択 他社選択











港 安　　い 多　い 　　ｪ局い 選べる ている す　る す　る
一一京　　浜 6 5 2 一 4 17 1 一 35
阪　　神 一 『 一 一 一 1 一 一 1
関　　門 一 ｝ 一 一 一 一 一 一 一
その他 3 一 一 一 2 6 一 12 23
合　　計 9（153） 5（＆5） 2（a4） 一 6（10．224（40の1（1．7） 12（2α359（10α0
西日本 自 社　　　　選 択 他社選択
選択 国内輸送 便数が 港運業者 種々の 昔から 商社が 船社が その他 合　計
コストが の信頼度 船社を 利用し 指　定 指　定
港 安　　い 多　い が高い 選ぺる ている す　る す　る
京　　浜 『 1 1 一 一 2 一 一 4
阪　　神 3 19 一 一 一 22 1 6 51
関　　門 37 7 1 一 4 11 一 7 67
その他 18 3 一 一 1 5 『 45 72


























































































































































北海道 関　東 中　部 近　畿
九　州
東　北 甲信越 北　陸 中四国















港 北米西岸 北米東岸 欧州・地中海 豪　　州 ナホトカ 香港・台湾 韓　国
東　　京 12 9 10 一 4 5 2
横　　浜 13 10 一 10 16 3 2
清　　水 13 一 一 一 8 一 一
名古屋 12 9 一 10 8 2 一
四　日　市 一 一 一 8 一 一 一
大　　阪 6 5 9 10 一 4 5
神　　戸 13 9 10 6 17 6 8
関　　門 一 一 一 一 4 2 一
苫小牧 一 一 一 一 3 一 一
千　　葉 1 一 一 一 一 一 一
一20一
表3．2．3　フルコンテナ船の港別配船数（S54，2・3月の実績，隻数）
航　　　　’ 東　京 横　浜 清　水 名古屋 四日市 大　阪 神　戸 関　門 千　葉 日本合計
（苫小牧）
北　米　西岸 46 50 30 43 『 14 77 一 1 95
北米東岸 10 21 一 11 一 3 30 一 一 35
北米東西岸 7 一 一 一 一 一 7 一 一 7
北米・黒海 一 4 一 4 一 4 一 一 一 4
欧　　　　州 19 『 一 一 一 9 10 一 一 19
地　　中　　海 7 5 一 2 一 3 10 一 『 13
欧州・地中海 6 一 一 『 一 　 6 一 一 6
中　　　　東 1 3 一 一 一 1 3 一 一 4
東南アジア 7 5 一 一 一 3 12 一 一 15
香港・台湾 9 16 一 3 一 5 27 2 一 32
中東・東南ア 一 4 一 一 一 一 5 一 一 5
東南ア・香・台 3 一 一 一 一 『 3 一 一 3
韓　　　　国 3 5 一 『 一 17 32 一 一 37
ナホトカ（SLB） 4 16 8 8 一 『 17 4 （3） 45
豪　　　　州 1 17 一 16 10 12 7 1 一 19
ア　フ　リ　カ 一 2 『 2 一 『 2 一 一 2








































































































































































































































































































































































































































































































































































































ｼ送　タ　イ　プ CY　　CY ○ × X
フィーダー不可能
ｼ送　タ　イ　プ CY・ ○ × ○
ブイーダー可能
o由　タ　イ　プ
じトO◎・◎ ○ ○ ×
フィーダー不可能























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































輸 出 翰 入 合 計































輪 出 輸 入 合 計











































輸 出 輸 入 合 計
理論値 実績値 誤　差 誤差率 理論値 実績値 誤　　差 誤差率 理論値 実績値 誤　差 誤差率
〔％） （勇） （％）
1．東京湾 25757 2515899 2．38 27970 23981398916．6353727 49139 45889．34
2　清水港 0 0 0 0． 0 0 0 0． 0 0 0 0．
a　伊勢湾 307 546 一239 43．77 720 482 238 49．38 1027 1028 一1 0．






























































































































































































































































































































































































































































































































































東京湾 清水港 伊勢湾 大阪湾 関門港 苫小牧港
北　　　米 M ⑧ ⑧ M F 一
欧　　　州 M F F M F 一
ナホ　トカ M ○ ○ M 一 ○
豪　　州 M F F M F 一
韓　　　国 M 一 一 ○ 一 一
東アジア M 一 一 ○ 一 一
中近東 M ○ 一 M 一 一

































貨　物　量 配 船 数 同　　盟 平　　均 同盟船
輸　出 輸　入 合　計 同盟 盟外 計 積取比率 船　　型 消席率
（TEU／月）
L　北　　米 30，299 20，08850，38849 23 72 077 1，1000360
2　欧　　州 125997，91820，51816 4 20 0．85 20000273
3　ナホトカ 3，969 1，756 5，72521 0 21 1．00 2700505
4　豪　　州 6，958 5，6491260812 2 14 0．90 1，000 α473
5．韓　　国 2，937 5，265 8，202103 0 103 1．00 150 0，265
（32） （32） （α854）
6　東アジア 11，881 8，42520，30640 35 75 0．54 4000，271
（台湾を含む） （25） （0544）
7．中近東 4，846 312 5，159 2 10 12 0．17 700 0，626
（西アジア）













北　　米 欧　　州 近東・n中海 豪　　州 近　　海 東アジア ナホトカ その他
収　入　原　単　位
（千円／2ピ）　370
600 600 480 140 160 100 600
支　出　原　単．位
航　海　日　数 　（日）R0十△ 64十△ 64十△ 35十△ 5十△ 17斗△ 10十△ 64十△
航　行 　（日）Q4 53 53 27 3 12 5 53
停　泊 　（日U十△ 11十△ 11十△ 8十△ 2十△ 5十△ 5十△ 11十△
航　行　燃　費 （千Fi／日R2306，910 6，91031480 910 910 9106，910
停　泊　燃　費 （千円／日W30 830 830830 410 410 410 410
寄　港　地　数 　（港U十△ 11十△ 11十△ 8十△ 2十△ 5十△ 5十△ 11十△
港費原単位 （千Fレ伯X90 2鴻00 2，400 1，390 340 340 330 2，400
貨物費原単位 　　’i千円／20@35 35 35 35 35 35 35 35
コンテナ費原単位 　　’i『干レ20
k10α
1．10α 1．10α1ユ0α 1．10α 1．10α 1．10αL10α































































































































































































@　大阪湾 414 一65 （25）25 25 1．0
〈中近東〉
@　清水港 58 46 （1）　1 1 1．0
〈その他〉




































































































































































































































































































近東・地中海 29501，065 1，590 635
豪　　　　　州 1，410 1，4661，490 1，357
近　　　　　海 4，580 28674，690 4，686
東南アジア 4，130 1，138 1，980 770
ナ　ホ　　ト　カ 2880 991 1，320 363





量 構成比 伸び率（6％① S．53
実　　績
（千トン） （％） （％） （千ト功
北　海　道 722 L9 26．7 42
東　　　北 1，303 a4 ＆1 511
輸 関　　　東 14β86 38．3 4．5 a743
中　　　部 臥569 14．3 4．9 a145
近　　　畿 8207 2L1 5．4 4，353
出 中　　　国 3，551 9．1 10．3 1，091
四　　　国 1，569 4．0 15．8 270
九　　　州 3，012 7．8 10．6 903
全　　　国 3a820100．0 6．1 19，058
北　海　道 924 3．2 17．3 136
東　　　北 1，320 4．6 15．2 242
輸 関　　　東 11，730 40．7 5．7 6，029
中　　　部 a219 112 5．8 1，638
近　　　畿 7，284 25．3 4．6 4，253
入 中　　　国 1，767 6．1 11．1 499
四　　　国 711 2」5 127 169
九　　　州 1，846 6．4 16．4 299











































































































航　　　　路 平均船型 同盟船消席率 同盟積取比率
（TEU）
1．北　　　　米 1，100 α700 α77
2　欧　　　　州 2，000 0400 0．85
a　近東・地中海 1，500 0，400 0．85
4　豪　　　　州 1，500 0，500 0．90
5　近　　　　海 420 0，800 1．00
6　東南アジア 420 α800 0．54
7　ナ　ホ　ト　カ 420 0，700 1．00





















































仙　台　湾 ◎ ○ ◎
北　関　東 ◎ ○ ◎
新　潟　港 ◎
若　狭　湾 ◎
広　島　湾 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎
















































検討対象港の集荷 遇　　1　　便 月 2　　便 月 1 便 フィーダーのみ
ポテ　ンシ　† ル 鉛積み　フィーダー・合　計 船積み ブイーヂー　　合　針 船積み フィーダー 合　計 船積み　　フィーダー　合　計
東 京 湾 2374τ　一119甑　2254＆425a一1710」　225482 73α一1982」2274＆27705　－2221．　25485道 央 86　　　　0．　　　　86 86． 0　　　　86」 86L 0」 86 0．　　　　0L　　　　　α
仙 台 湾 1457．　　80a　　2260．11 0」 1151．　　2260L92213382260． 0　　1500　　1500」北 関 東 800L　　396L　　1197，638 55a　　1197．354． 645 998、 0．　　720．　　　72α新 掲 港 94．　　　　0．　　　94． 9L4， 0」　　　　9▲ 90」 0． 90． 0L　　　　　O．　　　　　α
清 水 港 448臥　　　　0L　　4485，4485． 0　　44854485． α 4485． 4485．　　　　0，　　4485伊 勢 湾 9157．　　　　0．　　9157．9157． 0　　　9157． 9157． ρ 9157， 922〔L　　　　O，　　9229若 狭 湾 72　　　　　0，　　　　72 72 0」　　　　72 72 o 72」 0　　　　　0　　　　　0，
大 阪 湾 20487．－3199　　172882」226．一384＆　173792206↓一4193，　17871．26198，　－4496　2ロ02広 島 湾 2100．　2227．　　432620092227、　　42361531． 2227．3757． 0　　2227．　　2227．北部九州 5133　　　973　　　6106，44851621．　　61064127． 1967．6094． 0　　2269　　　2269南 九 州 0　　　　　α　　　　　　O 0． 0　　　　　　0． o 0 0． 《｝　　　　　0．　　　　　0．
邪 覇 港 0，　　　　0．　　　　　0． 1） 0、　　　　　0 0． O o． 《）　　　　　0．　　　　　0．





















































広　　島　　湾 一 一 一 一
北　部　九　州 36 8 6 4
（日本全体で必要な総配船数）





















































































































































































広　島　湾 3，407 968 502 6，208








広　島　湾 57 20 30 6
北部九州 57 20 30 6






















































広　　　島 a579a877a7027381，6251，1131，7051，036 6701，021 736 285
北部九州 1S124a69912425a7631，2642490 29209431，9771，812 5161，296



















仙台　湾 889 389 500
北　関　東 63 433▲370

















北関東利用 東京湾利 仙台湾利用 東京湾利
時コスト諸 用時コス 差　分 時コスト諸 用時コス 差　分







































主要地域 茨　　城 14β00222007，500主要地域 宮　　城 一 62400 62400
からの輸 福　　島 38，30049，70011，400からの輸 福’島 25，70049，700 24，000
送料金 栃　　木 21，10027，3006，200送料金 岩　　手 36，70090，80054，100
（円） 群　　馬 38，70024，300一14，400（円） 山　　形 22，4007120048，800
・主モデル 荷主モデル
平均トンあ 輸送コスト 4，470 6，190 1，720平均トンあ 輸送コスト 2299035，56012570
たリコスト 輸送金利 640 420一220たリコスト 輸送金利 1，070 760一310






























































































































































































　　　　　港@ 大阪湾 博多港 関門港 広島港1．アジア近海 4日に1便 月2便 4日に1便月　2　便
2　その他アジァ 4日に1便 月　2便 4日に1便月　2　便
3　中　　近　　東 4日に1便 月　1便 週　1　便 フイー∠ダー
4．　オ　セ　ア　ニ　ア 4日に1便 月　1便 週　1　便 7イーダー
5．北アメ　リカ 4日に1便 月　1便 週　1　便 フィーダー
6　アフリカその他 4日に1便 月　1便 週　1　便 『
7．中　　南　　米 4日に1便 月　1便 週　1　便 一












輪入コンテナ貨物量 316 870 ＆8
































































































































































































関門 12 13 43 24
博多 2 3 10 6
日本全体で必要な総配船数（隻／月） 15 16 52 29
全国月間総ポテンシャル　　（TEU） 23，34023，76279，39346，415
西日本月間総ポテンシャル（TEU） 1，658 1，065 ag33 2479
関門月間総ポテンシャル　　（TEU） 613 458 1，774 1，248
博多月間総ポテンシャル　　（TEU） 991 5621，881 1，134
アジア近海 その他アジア アフリカ 中南米
関門，博多港の配船可能数
@　　（隻／月）
関門 51 94 5 4
博多 35 55 4 2
日本全体で必要な総配船数（隻／月） 55 94 5 4
全国月間総ポテンシャル　　（TEU） 37，12063，23014，4721a278
西日本月間総ポテンシャル　（TEU） 1，772 6，983 859 775
関門月間総ポテンシャル　　（TEU） 971 4，067 736 665









































ナホト　カ 近 海 東南アジア
現在頻度 将来頻度 現在頻度 将来頻度 現在頻度 将来頻度
大　阪　湾 3 3 3 3 3 3
伊　勢　湾 6 3 3 3 3 3
東　京　湾 3 3 3 3 3 3
新　潟　港 30 30 0 30 0 30
伏木富山港 0 30 0 30 0 30



















輸　　出 輸　入 合　計 輪　　出 輸　　入 合　計
大　阪　湾 213 138351 586 358 944
ナ 伊　勢　湾 117 37 154 415 151 546
ホ 東京　湾 473 99 673 1，093 560 1，653
ト 新　潟　港 61 6 67 166 68 234
カ 伏木富山港 18 0 19 37 7 44
敦　賀　港 13 0 13 26 4 　29P
合　計 895 3821，277 23231，127la450
大阪　湾 744 1，34820921，200 1，265
近 伊勢　湾 228 328 556 730 470lL200
東京　湾 1，267 1，14824161，762 2026a788
新　潟港 144 70 214 360 265 625
海 伏木富山港 48 18 66 85 16 100
敦　賀　港 33 24 57 67 13 80
合　計 246529355，401 42044，055 a259
大　阪　湾 194 139 333 1，200 627 1，827
東 伊　勢　湾 62 35 97 786 267 1，053
南 東　京　湾 396 194 589 1，858 996 2854
ア 新　潟　港 35 12 ’47 331 139 470
ジ 伏木富山港 3 0 3 82 8 90
ア 敦　賀　港 1 2 3 59 5 64
合　計 692 3711，774 4，316 20411，357
　以下航路別のモデル適用結果についての考察を加えるとともに，その結果が政策目標に用い得ることを
示す。
（1）ナホトカ航路
表7．　3．　3　va示すように，日本海側3港の集荷ポテンシャルは合計で，昭和65年には30．7万トン（輸
出入計）と推計され，これは，背後圏全貨物量の345．・0万トンの8．9％を占める。これを輸出・輸入別に
みると，それぞれ229万トン（全輸出貨物量の9．9％），7．9万トン（全輸入貨物量の7．0％）となり，輪
一117一
入量と比べて輸出量が大きく超過する傾向がみられる。これは，日本海側3港の港勢圏に大消費地である
3大都市圏が含まれないことを反映しているものと推察される。また，昭和53年のコンテナ流動調査に
基づく貨物量について，日本海側3港の集荷ポテンシャルを試算すると，合計10万トノとなる。
　日本海側3港の内，最も大きな集荷ポテンシャルを持つ港湾は，現在，日本海側において唯一ナホトカ
コンテナ航路が寄港している新潟港である。同港は，昭和65年には，輸出1　6．6万トン，輪入6．・8万ト
ン，合計234万トンの集荷ポテンシャルを持つと推計される。また，昭和53年に，仮に新潟港へ当該
航路が設定されていたとした場合の集荷ポテンシャルは，輸出入合計で6．7万トンとなる。
　新潟港にお・ける昭和65年の集荷ポテンシャルを1船当たbの輪出コンテナ数（20フィート換算コン
テナ個数）に換算すると900TEU程度となり，航路開設は充分に可能とみられる。この貨物に対処す
るためには，新潟一ナホトカ間のコンテナ直行便の開設，複数便の配船，施設整備等，積極的な対応が政
策目標として必要になると予想される。
　新潟港に次いで大きな集荷ポテンシャルを持つ港湾は伏木富山港であb，昭和65年には輸出3．7万ト
ン，輸入7千トン，合計4．・4万トンの貨物の集荷が可能であると算定される。
　昭和65年にお・ける同港の集荷ポテンシャルを1船当たりの輸出コンテナ数に換算すると，380TEU
程度となる。船社は，1回の寄港に対して最低100個のコンテナ貨物を必要としているため，伏木富山
港のナホトカ・コンテナ航路の新規開設は十分可能性のあるものと考えられる。
　敦賀港は，昭和65年には，輸出26万トン，輸入4千トン，合計2．・9万トンの集荷ポテンシャルを持
つと推計される。また，昭和53年において，同港に仮に寄港があったとした場合，集荷ポテンシャルは，
1．3万トンとなる。
　新潟港および伏木富山港と同様に，昭和65年における1船当たりの輸出コンテナ数を算出すると，
140TEU程度であり，これは船社の採算ラインの目安となる集荷目標を超えている。
（2）近海航路
　表7．　3．　3　va示すように，日本海側3港の集荷ポテンシャルは合計で，昭和65年には80．5万トン（全
貨物量の9．　7％），と推計される。これを輸出・輪入別にみると，それぞれ51．2万トン（輸出貨物の
122％），29．4万トン（全輸入貨物の7．3％）の集荷ポテンシャルとなる。
　また，昭和53年に，仮に寄港があったとした場合，日本海側3港は合計33．7万トンのコンテナ貨物
の集荷が可能であったと推計される。
　ナホトカ航路と同様に，日本海側3港の内，新潟港の集荷ポテンシャルが最大であb，昭和65年には，
輸出36．0万トン，輸入26．・5万トン，合計62．5万トンのコンテナ貨物の集荷が可能となる。また，昭
和53年の集荷ボテンシi・ルが21．4万トンであることを考えると，昭和53～65年に約3倍の増加を示
している。この傾向は特に，輸入貨物に関して顕著であり，同期間va　7．0万トンから26．5万トンに増加
しているo
　昭和65年における新潟港の集荷ポテンシャルを1船当たbの輸出・輪入コンテナ数に換算すると，そ
れぞれ，2，000TEU，1，500TEU程度となり，輸出コンテナ数はナホトカ航路の約2倍に相当するこ
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とになる。
　伏木富山港tsよび敦賀港にkける集荷ポテンシャルは，昭和65年には，それぞれ10．・O万トン，＆0
万トンと推計される。また，両港の昭和65年にむける1船当たbの輸出コンテナ数を試算すると，伏木
富山港500TEU，敦賀港400TEUとなり，いずれも船社の採算ラインの目安を大きく超えることが
予想される。
　以上のように，近海航路のコンテナ船の日本海側3港への寄港は，いずれの港湾についても充分実現性
のあるものと考えられる。
（3）東南アジア航路
　表7．　3．　3　va示すように，東南アジア航路のコンテナ貨物に関する日本海側3港の集荷ポテンシャルは合
計で，昭和65年には，62．4万トンとなり，これは，全貨物量の9．　8％を占める。これを，輪出・輸入
別にみると，それぞれ，4　7．2万トン（全輸出貨物の1　O．9％），1　5．2万トン（全輪入貨物の7．4％）とな
るo
　また，昭和53年に仮に，日本海側3港への寄港があったとした場合の集荷ポテンシャルは，合計で5．　3
万トンであり，昭和53～65年の期間に集荷ポテンシャルは，10倍以上の伸びを示すことが予想される。
　昭和65年における日本海側3港の輪出コンテナ数を試算すると，新潟港1800TEU，伏木富山港
450TEU，敦賀港320TEUとなり，これは，前述した近海航路とほぼ同様の規模となっている。
　すなわち，コンテナ貨物の集荷可能量という観点からみれば，日本海側3港における当該航路の開設は，
近海航路と同程度の実現可能性を持つものと判断することができる。
7－4　結　　語
　本章では，港湾選択モデルの実用性，多方面での応用可能性を示す例として，ある特定の港湾の外貿コ
ンテナ港としての成立可能性の検討にも用い得ることを示した。この検討で，港湾選択モデルのすべてを
適用するだけでなく，部分的な使い方も可能であることを明らかにした。
　まず7－2では，九州・山口地域の関門港と博多港を検討対象港としてとり上げ，広島港k・よび大阪湾
を競合港として，前2港の外貿コンテナ港としての成立可能性をモデルの応用により検討することができ
ることを実証した。この結果は，同地域の外貿港湾整備計画策定の計画指標となるものであり，本モデル
の部分的利用による計画策定への適用可能性を検証した。
　また，7－3では，日本海側北部地域の新潟港，伏木富山港，敦賀港をとり上げ，東京湾，伊勢湾，大
阪湾を競合港として荷主の港湾選択モデルを適用した。検討航路は，ナホトカ航路，近海航路，東南アジ
ア航路の3航路である。モデル算定結果について，現実の船積み量水準の目安を適用することにより，日
本海側3港の集荷ポテンシャルの評価を簡便に行うことができた。本節では，港湾選択モデルのうち，荷
主のモデルの部分のみを用いた，モデルの簡便な適用例を示している。この結果は，日本海側3港の港湾
計画策定の基礎指標として用い得るほか，港湾振興のための政策目標設定にも用い得るものであり，モデ
ルの現実的な実用性を示した。
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第8章 結 論
　本研究は，貿易立国日本の輸送システムのかなめである外貿コンテナ貨物輸送を対象として，港湾の需
要主体である荷主と船社の企業行動を反映した定量的方法論を開発し，港湾施設整備計画や配置計画の策
定に資していこうとするものである。このために，次に示す5つの課題について研究の必要性を提起した。
①コンテナ貨物需要をもたらす荷主企業の行動の把握と港湾選択との関連の明確化
②荷主企業の港湾選択行動の定量化と外貿コンテナ貨物需要を推計するための手法の開発
③　港湾における貨物の取り扱いは，荷主による当該港の選択とともに，船社による寄港地の選択つまり
　酉己船を通じて具現化する。この船社の企業行動の把握と寄港地選定との関連の明確化
④船社の寄港地選定行動の定量化と船舶寄港需要を推計するための手法の開発
⑤③，④をトータルシステムとして総合化し，効率的かつ適切な港湾整備計画策定に必要な情報作成の
　ための実用的かつ有用な定量的手法の開発
　以上の課題に対して各章において分析・考察を加え，次のような結論を得た。
　＜第2章：荷主の企業行動分析に基づ〈港湾選択基準〉
　本章では，港湾における外貿コンテナ貨物需要推計手法の研究の基礎として，貿易に関わる企業行動に
着目し，実態調査を通じて行動の背景，港湾選択のプロセス，港湾選択の基準について考察を加えた。結
果は次に示すように要約される。
①企業による港湾選択行動は，貿易取引条件に制約される。この条件は，国際貿易取引条件と国内取引
　条件に大別・整理できる。この貿易取引条件における受け渡し場所の規定が荷主の港湾選択の際の制約
　となる。また，外貿コンテナ貨物輸送における固有のシステムであるフィーダーサービスの利用有無も
　港湾選択に影響を及ぼす。
②企業による港湾選択には2つの種類があb，フィーダーサービスを利用した貨物搬出入港の選択と，
　貨物船積み・卸し港の選択に大別される。いずれの場合でも，予め港湾選択が海外から決められてしま
　う例外的ケースを除けば，港湾選択主体は日本の貿易荷主である。
③荷主の港湾選択行動は，輸出を例にとれば，生産地からの港湾選択と，ストックポイントの立地場所
　選択に大別される。
④いずれの場合においても，選択の基準は経済合理性すなわち必要コストの最小化である。具体的には
　次の5点が特に重要な選択基準となる。
　　i）船舶寄港頻度
　　lD輸送時間
　　iji　）国内輸送費
　　lV）船社の選択多様性
　　V）港運業者の信頼性
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　〈第3章：コンテナ船社の企業行動分析による寄港地選定基準の考察〉
　本章では，荷主と並ぶ外貿コンテナ港湾利用主体の核てあるコンテナ船社に着目し，その企業行動を分
析し体系化した。その結論は次のとおりである。
①コンテナ船は在来船と比べて2倍近くの建造費用が必要であb，設備の稼動率の向上，っまb寄港地を
　少なくし運航回転率を高めることが，船社の重要な経営目標となる。
②　その結果，日本では東京湾と大阪湾がコンテナ船寄港の中心となり，伊勢湾・清水港などが両湾に続
　く寄港地となる。他港への寄港は少なく，東京湾・大阪湾とのフィーダー輸送で補完されるシステムが
　形成されている。
③日本の寄港地の決定には，海運同盟が大きな役割を果たす。
④海運同盟は，同盟加盟船社間の調整を図るとともに，非加盟の盟外船社と厳しく競合し排除する役割
　を果たしている。
⑤　海運同盟は，加盟船社が寄港地を自由に増減しサービス過当競争に陥らないように，日本での寄港地
　指定（同盟指定）を行っている。この指定の中で各港で提供される船社の輸送サービス内容が規定され
　る。
　このような海運同盟の存在のもとに，同盟船社と盟外船社が自由競争を行い，結果として寄港地が決定
される。このプロセスについての考察結果を整理する。
⑥船社の行動原則は利潤の最大化である。海運同盟の制約下で最大限の利潤があげられるように同盟船
　社や盟外船社と競争しつつ寄港地が決定される。この海運同盟による制約の強弱は，航路ごとに結成さ
　れる同盟により異なる。
⑦遠距離航路では，船舶建造コストが膨大なため，過当競争のリスクを避げるために同盟結束力は強く，
　制約も相対的に厳しい。近距離航路では，小型船などの利用が可能で比較的小規模の投資ですむため，市
　場への参入離脱が自由になbやすい。このため船社間の競争が厳しく，同盟の結束力が弱い。同盟の結
　成されていない航路もある。
　〈第4章：荷主の港湾選択構造の定量モデル化手法〉
　本章では，第2章で考察した荷主企業の港湾選択構造を定量モデル化し，港湾における外貿コンテナ貨
物輸送需要の予測手法を開発し，これを3つのサブモデルから構成される荷主の港湾選択モデルとして提
案した。
　まず，流通コスト算定サブモデルにおいては，生産地から港までのトータル輸送コストを流通コストと
いう概念で定量化することを提案した。この中で，荷主の重要な港湾選択基準である船舶寄港頻度を，輸
送金利という概念で定量化できることを明らかにした。また，コンテナ貨物は，流通コストに含まれる内
容により4つの流通タイプに分けて把えるぺきであることを提案した。
　さらに，港勢圏決定および集荷ポテンシャル算定両サブモデルにより，流通コスト最小化に対応した港
湾別コンテナ貨物需要予測手法を提案した。
　以上示した荷主の港湾選択モデルを，昭和53年のコンテナ流動調査の結果に適用してモデルの現況再
現性をチェックし，その実用性を確認した。
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　〈第5章：船社の寄港地選定構造の定量モデル化手法〉
　本章では，第3章で考察した同盟船社の寄港地選定構造を定量モデル化し，これを船社の寄港地選定モ
デルとして提案した。このモデルは，荷主の港湾選択モデルで得られる港湾コンテナ貨物集荷ポテンシャ
ルが海運同盟による寄港地指定の条件を満たすか，満たすとした場合にどの程度の配船数が可能であるか
を検討するものである。
　まず，船社の企業行動に基づきモデル式の提案を行った。ある検討対象港が同盟指定された場合とされ
ない未指定の場合の両者について運航収益式を求めた。さらに，同盟指定可能条件式を設定した。また，
同盟指定が可能な場合，フィーダーサービスを提供するか，本船寄港とするかの検討を定式化し，配船数
決定式を提案した。これまでに求めた式は，すべて配船数を未知数として含んでいるが，各方程式群を整
理すると，配船数決定式が非線型の2次方程式として得られる。したがって，モデルの解が存在すること
を明らかにした。これが本モデルの大きな特徴である。
　また，前章の荷主の港湾選択モデル結果を受け，本モデルに必要なパラメータ群を実績データから作成
し，モデルの現況再現性をチェックした。その結果，船社の寄港地選定モデルは，特定航路を除くと実用性
のあることが検証された。
　この検討プロセスを通じて，本モデルは現状の港湾の寄港状況評価にも用いることが可能なことを明ら
かにした。
　なk・，一部航路とくにソ連船社が運航主体となるナホトカ航路では，一部港湾において理論配船数が実
績を大きく上回る。これは，ソ連船社の寄港地選定基準が必ずしも経済合理性のみではないことを意味し
ていると考えられる。この点についての検討が今後の課題である。
　〈第6章：外貿コンテナ港湾配置計画評価手法とその応用〉
　本章では，第4章で提案した荷主の港湾選択モデルと第5章で提案した船社の寄港地選定モデルをサブ
モデルとし，両サブモデルの結果に対する評価システムを付け加えた全体システムとして，港湾選択モデ
ルを提案した。
　港湾選択モデルは，港湾利用主体である荷主と船社の行動原理を踏まえて，全国や地域の外貿コンテナ
港湾の配置を評価決定できるモデルであり，その応用範囲として次の4つの役割が有用であると考えられ
ることを示した。
　①港湾における外貿定期貨物需要予測
　②　港湾にtoける外貿定期船配船数予測
　③外貿定期船港湾としての成立可能性評価
　④外貿定期船港湾の配置計画案評価
　以上のうち，第4番目の用い方が最も広範であり港湾選択モデル全体を用いる方法となる。そこで，昭
和65年を目標時点どして，全国の外貿コンテナ港湾配置計画案の策定・評価に同モデルを適用し，現実
の計画策定に応用できることを実証的に検証した。
　全国計画への港湾選択モデルの適用には，全国県別コンテナ貨物量が必要とされるが，本章においては，
その簡明な予測手法を開発し推計結果を提示した。港湾選択モデルの適用により次に示すことが可能とな
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るo
①種々の港湾において，どのようなコンテナ航路開設の成立可能性が高いかという点についての簡便な
　評価ができる。
②各港の背後圏（または港勢圏）を品目別，航路別に求めることができる。
③各港の外貿コンテナ貨物需要量を品目別かつ航路別に求めることができる。
④③に対応して港湾への海運同盟による指定の可能性，配船可能数を求めることができる。
⑤③，④から得られる結果が，トータルの物流コスト節約をもたらすことができるかどうか検討できる。
　この点から，当該港の外貿コンテナ港湾としての成立可能性評価が行える。
⑥以上を通じて，全国外貿コンテナ港湾配置案を求めることが可能である。
　〈第7章：外貿コンテナ港湾の成立可能性評価における港湾選択モデルの応用〉
　本章では，港湾選択モデルの有用性，多方面での応用可能性を示す例として，ある特定の港湾の外貿コ
ンテナ港としての成立可能性の検討にも用い得ることを示した。この検討で，港湾選択モデルのすべてを
適用するだけでなく，部分的な使い方も可能であることを明らかにした。
　まずはじめに，九州・山口地域の関門港と博多港を検討対象港としてとり上げ，広島港および大阪湾を
競合港として，前2港の外貿コンテナ港としての成立可能性をモデルの応用により検討することができる
ことを実証した。この結果は，同地域の外貿港湾整備計画策定の計画指標となるものであり，計画策定へ
の適用性を実証した。
　次に，荷主の港湾選択モデルのみを適用した例として，日本海側北部地域の新潟港，伏木富山港，敦賀
港をとり上げ，ナホトカ航路，近海航路，東南アジア航路を対象としてコンテナ港湾としての成立可能性
評価を行った。このモデル算定結果に対して，現状の船積み量水準の目安を適用することにより，日本海
側3港の集荷ポテンシャルの評価が可能となった。この結果は，日本海側3港の整備計画策定のための計
画指標となるだけではなく，港湾振興のための基礎的情報としても用い得るものであり，本モデルの現実
的な実用性を示した。
　以上，本研究では，従来あまり行われていなかった，企業のミクロ行動分析に基づいた，港湾計画の評
価手法，貨物需要予測手法，航路開設の評価手法を提案した。これらの手法により，フィージビリティーを
踏まえた計画策定が期待可能となった。
　今後に残された課題は，主として次の3点である。
　第一に，本研究では，地域別の貨物量分布すなわち，生産工場や消費企業等の立地を外生与件としてい
る。これらを内生化した，よリグ・一パルな評価手法の研究が今後の大きな課題である。
　第二に，国内輸送経路を外生的に与えているが，その内生化がやはり今後の研究課題である。
　第三に，船社の寄港地選定モデルにおいて，ナホトカ航路の適合性に若干の問題が残されていたが，そ
の改善が必要である。
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